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（百万円未満切捨て） 
１． 20 年３月中間期の業績（平成 19 年９月 21 日～平成 20 年３月 20 日） 
(1)経営成績                            （％表示は対前年中間期増減率） 
 売 上 高     営業利益 経常利益 中間(当期)純利益 
 百万円  ％ 百万円  ％ 百万円  ％ 百万円  ％

20 年３月中間期 
19 年３月中間期 

38,376 
40,768 

△5.9 
12.1 

    375
△69

－
－

339
57

494.7 
－ 

166
66

148.8
－

19 年９月期 82,543 － 250 － 479 － △1,136 －
 
 
 １株当たり中間 

(当期)純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

       円  銭       円  銭

20 年３月中間期 
19 年３月中間期 

24. 
9. 

55 
87 

－
－

－
－

19 年９月期 △167. 59 － －
(参考)持分法投資損益    20 年３月中間期  －百万円  19 年３月中間期    －百万円   19 年９月期  －百万円 
 
 (2)財政状態 
 総 資 産     純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円   銭

20 年３月中間期 
19 年３月中間期 

32,961 
32,756 

 
 

5,950
7,065

18.1
21.6

 
 

877.61
1,042.13

19 年９月期 31,752  5,850 18.4  862.88
(参考)自己資本   20 年３月中間期 5,950 百万円 19 年３月中間期  7,065 百万円  19 年９月期 5,850 百万円 
 
 (3)キャッシュ･フローの状況 

 
営業活動による         
キャッシュ･フロー 

投資活動による         
キャッシュ･フロー

財務活動による         
キャッシュ･フロー 

現金及び現金同等物
期 末 残 高         

 百万円 百万円 百万円 百万円

20 年３月中間期 
19 年３月中間期 

307 
222 

 △1,237
△978

834
910

 1,937
1,860

19 年９月期 2,288  △2,003 41  2,032  
 
２．配当の状況 
 １株当たり配当金 

(基準日) 第１ 
四半期末 中間期末 第３ 

四半期末 期 末 年 間 
 
19年９月期 

円 銭 
－ 

円 銭 
－ 

円 銭 
－ 

円 銭 
10 00

円 銭 
10 00

20年９月期 － － 

20年９月期（予想）   － 10 00

 

 
３．20 年９月期の業績予想（平成 19 年９月 21 日～平成 20 年９月 20 日） 

（％表示は対前期増減率） 
 売 上 高     営業利益 経常利益 当期純利益 １株当たり 

当期純利益 
百万円  ％ 百万円  ％ 百万円  ％ 百万円  ％ 円  銭

通 期 84,353 2.2     681 172.4    759 58.5 446 －    65 78
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４．その他 
(1)中間財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（中間財務諸表作成のための基本と

なる重要な事項の変更に記載されるもの） 
① 会計基準等の改正に伴う変更  無 
② ①以外の変更         有 
（注）詳細は、17ページ「中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。 

 
(2)発行済株式数（普通株式） 

① 期末発行済株式数 20年３月中間期 6,780,000株 19年３月中間期 6,780,000株 19年９月期 6,780,000株 
② 期末自己株式数  20年３月中間期     －株 19年３月中間期         －株 19年９月期         －株  
（注）１株当たり中間（当期）純利益の算定の基礎となる株式数については、23ページ「１株当たり
情報」をご覧ください。 
 
 
※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

上記の予想は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、実際の業績は今後様々な要
因によって予想数値と異なる場合があります。 

業績予想の前提となる仮定及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については３ページの「１．
経営成績 (1)経営成績に関する分析」をご参照下さい。 
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決算短信添付資料 
１. 経営成績 

(1) 経営成績に関する分析 
当中間会計期間（平成 19 年９月 21 日から平成 20 年３月 20 日）におけるわが国経済は、米国のサブプライムローン

問題により、金融市場の世界的混乱を背景にした株価の急落、原油をはじめとする原材料の高騰、政局の混迷など、景

気の先行きに対する不透明感が強まる中で推移いたしました。 

小売業界におきましては、同業各社の積極的な出店により企業間競争は厳しい状況が続いているほか、食の安心・安

全を揺るがす深刻な諸問題も発生いたしました。また、穀物価格を中心とした原材料価格の高騰により食品価格が軒並

み値上げとなるなど、経営環境としては非常に厳しい状況となりました。 

このような中、当社におきましては、平成 20 年３月 13 日に福島県に２店目となる「ＰＬＡＮＴ－４大熊店(福島県

双葉郡大熊町)」がオープンいたしました。この店舗は当社初の「オール電化システム」を採用、エネルギーを一元管

理する省エネ技術を導入して CO2 排出量を削減し、環境に優しい店舗づくりに取り組みました。 

また、当中間会計期間におきましては、「ＰＬＡＮＴ－５見附店」（新潟県見附市）、「ＰＬＡＮＴ－３清水店」（福井

県福井市）、「ＰＬＡＮＴ－５境港店」（鳥取県境港市）、「ＰＬＡＮＴ－５横越店」（新潟県新潟市）において、宮脇書店

のフランチャイジーとして本格的な書籍・ＣＤ売場の展開を図り、地域のお客様のニーズにお答えすべく順次店舗改装

を行ってまいりました。さらに、昨年４月より実施してきた商品作業と店舗作業の標準化を目的とする「ＰＩＰ（Profit 

Innovation Project）作戦」が実践を重ねながら、その骨格が１年を経てほぼ完成いたしました。 

これらの結果、当中間会計期間における売上高は 38,376 百万円（前年同期比 5.9％減）で刈羽店閉店等が影響し減収

となりました。既存店ベースでは、秋、冬、春先と続いた天候不順の影響を受け 35,986 百万円（前年同期比 1.9％減）

とやや低調に推移いたしました。 

利益面におきましては、当期も引き続き粗利益率の改善に取り組み、順調な成果を挙げることができました。販売費

及び一般管理費に関しては、特に広告宣伝費、消耗品費、包装資材等販売費の大幅節減を図ることができました。その

結果、経常利益は 339 百万円（前年同期比 494.7％増）、中間純利益は 166 百万円（前年同期比 148.8％増）となりまし

た。 

今後の見通しにつきましては、世界的な金融市場への不安感や円高、株価の低迷などに加え、原油、穀物をはじめと

する諸原材料、製品価格の上昇により、個人消費の停滞傾向が一層深まるものと懸念されます。また、当小売業界では、

Ｍ＆Ａや業務提携などによる企業の再編の加速化により企業間格差が一段と顕著になるものと予測いたします。このよ

うななか、当下半期に、京都府福知山市及び岡山県苫田郡鏡野町に新店舗がオープンいたします。いずれも当社が初め

て出店する地域であり、地元のお客様のニーズを着実に掴み取り、早期の黒字化に向けて全社を挙げて取組んでまいり

ます。具体的な方法といたしましては、まず、前述のＰＩＰ作戦による商品作業と店舗作業の基本形を応用展開するた

めに、平成 20 年３月 21 日に大幅な社内の機構改革を行いました。その主な内容としては店舗の利益体質を強固にする

ために、各店舗の地区ごとにエリアマネージャーを設け、売上、経費の予算管理を達成すべく責任と権限を付与し、き

め細かい店舗運営を行うものであります。また、商品部におきましては、カテゴリーを細分化し、より密度の濃い商談

を図るべくバイヤーの増員を行ないました。さらに、仕入規模の拡大に併せて、メーカー、仕入先からのリベート等を

厳密に管理するほか、バックヤード在庫の圧縮を図るために、商品部を後方から管理アシストする「営業企画部」を設

置いたしました。 

通期の業績見通しにつきましては、売上高 84,353 百万円（前期比 2.2％増）、経常利益 759 百万円（前期比 58.5％増）、

当期純利益 446 百万円を見込んでおります。 
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(2) 財政状態に関する分析 
資産、負債及び純資産の状況 

当中間会計期間末における資産合計は、32,961 百万円（前期比 1,208 百万円増）となりました。これは主に現金及び

預金の減少（前期比 344 百万円減）、新店出店によるたな卸資産の増加（前期比 580 百万円増）及び新規出店による工

事代金の支出による有形固定資産の増加（前期比 1,415 百万円増）によるものであります。 

当中間会計期間末における負債合計は、27,011 百万円（前期比 1,109 百万円増）となりました。これは主に短期借入

金の減少（前期比 2,970 百万円減）、一年内返済予定長期借入金の増加（前期比 901 百万円増）及び長期借入金の増加

（前期比 2,969 百万円増）によるものであります。 

当中間会計期間末における純資産合計は、5,950 百万円（前期比 99 百万円増）となりました。これは主に中間純利益

166 百万円計上による増加と、配当金 67 百万円の支払による減少によるものであります。 

 

キャッシュ・フローの状況 

当中間会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、減価償却費等により営業活動によるキ

ャッシュ・フローがプラスになりましたが、有形固定資産の取得による支出等により投資活動によるキャッシュ・フロ

ーがマイナスになり、財務活動により資金を調達した結果、前事業年度末に比べ 94 百万円減少し、1,937 百万円となり

ました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 
当中間会計期間において営業活動の結果得られた資金は 307 百万円（前年同期比 85 百万円収入増）となりました。

これは主に税引前中間純利益 306 百万円（前年同期比 164 百万円増）及び減価償却費 564 百万円（前年同期比 122 百万

円減）によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 
当中間会計期間において投資活動の結果使用した資金は 1,237 百万円（前年同期比 258 百万円増）となりました。こ

れは主に有形固定資産の取得による支出 1,718 百万円（前年同期比 839 百万円増）によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 
当中間会計期間において財務活動の結果得られた資金は 834 百万円（前年同期比 75 百万円減）となりました。これ

は主に短期借入金の純減少額 2,970 百万円（前年同期比 5,570 百万円減）及び長期借入れによる収入 5,668 百万円（前

年同期比 5,368 百万円増）があった一方、長期借入金の返済による支出 1,796 百万円（前年同期比 127 百万円減）によ

るものであります。 

 
（キャッシュ・フロー関連指標の推移） 

当社のキャッシュ・フロー指標のトレンドは下記のとおりであります。 

 平成 16 年９月期 平成 17 年９月期 平成 18 年９月期 平成 19 年９月期 
平成 20 年９月 

中間期 

自己資本比率(％) 30.0 25.5 21.6 18.4  18.1  

時価ベースの自己資本比率(％) 45.3 32.9 8.7 7.3  6.2  

キャッシュ・フロー対有利子負債

率（％） 
17.5 11.0 29.1 6.8  26.7

 

インタレスト・カバレッジ・レシ

オ(倍) 
6.7 10.8 3.6 10.6  5.4

 

自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債率：有利子負債／キャッシュ・フロー 

 （中間期については、営業キャッシュ・フローを年額に換算するため２倍しております。） 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い 

（注１）株式時価総額は、自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。 

（注２）キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しております。 

（注３）有利子負債は、貸借対照表（中間貸借対照表）に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債

を対象としております。 

 

(3)利益配分に関する基本方針及び当期の配当 
当社は、経営基盤や財務体質の強化を図りつつ、安定的な配当を継続的に実施することを目指しており、利益水準や

配当性向を考慮した利益配分を実施してまいります。内部留保資金につきましては、新店舗への投資資金や、既存店舗

をより活性化するための増床、改装に効率的に充てるほか、お客様のニーズの変化にいち早く対応するため、情報シス

テム関連にも積極的に投資し、売上高の拡大、株主資本利益率の一層の向上を図ってまいります。 
当期の剰余金の配当は１株につき 10 円を予定しております。 
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 (4)事業等のリスク 
当社の事業その他に関するリスクについて、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性があると考えられる主な事項

を記載しております。なお、当社は、これらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場合の対

応に務める所存であります。 
 

①出店に関する法的規制について 
当社はスーパーセンターの多店舗展開を行っておりますが、店舗の新規出店並びに既存店の増床について「大規

模小売店舗立地法（平成 12 年６月１日施行）」(以下「大店立地法」という)による法的規制を受けております。大

店立地法は都道府県、政令指定都市が主体となって、市町村の意思の反映、広範な住民の意思表示の機会を確保し

つつ、駐車場需要の充足、その他による周辺住民の利便性及び商業その他の業務の利便性の確保のため配慮すべき

事項（交通渋滞、駐車、駐輪、交通安全その他）、廃棄物問題や騒音の発生その他による周辺住民の生活環境の悪化

防止のために配慮すべき事項等の地域社会に対する環境問題を調整するためのものであります。そのため、当社は

これらの問題を考慮した店舗構造を地域住民の方々や関係自治体との調整を図りながら出店をしていく方針ですが、

それらの調整のため出店に要する時間の長期化や出店コストの増加等の影響を受け、業績に影響を及ぼす可能性が

あります。 

②人材の確保について 
当社は、当下半期にオープンを予定している新店に向けて準備をすすめております。予定されている店舗が計画

通り出店すれば、店舗管理者、青果、精肉、鮮魚などの生鮮食品担当者が多数必要になります。当社としては、優

秀な自社社員の積極的な管理者への登用と併せて、出店地域の地元より小売業経験者を早め早めに募集、採用し、

一日も早く当社の店舗コンセプトに慣れるべく既存店での研修を充実させていく予定ですが、これらの小売業経験

者が予定通り採用ができなかったり、自社社員の管理者への登用ができなかった場合には、店舗が予定通り出店で

きなくなり、業績に影響を及ぼす可能性があります。 

③資金の調達について 
当社は新規出店に必要な設備資金は主に金融機関からの借入金によって調達しております。平成 20 年３月 20 日

現在、総資産に対する長期借入金、一年内返済予定の長期借入金、短期借入金の比率は 49.8％となっており、今後

の金利動向によっては、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。当社は、当下半期に予定している新店の出

店に向けて開発をすすめておりますが、出店にあたっては多額の設備資金が必要になります。これらの設備資金に

つきましても金融機関からの借入れが中心になる予定ですが、当社の与信枠に対する金融機関の考え方や国内の金

融環境の変化により、設備資金が調達できなかった場合には出店ができなくなったり、遅れたりすることになり、

業績に影響を及ぼす可能性があります。 

④薬剤師の確保について 
薬事法において「一般販売業」では薬剤師の配置が義務付づけられております。在籍中の薬剤師が退職し、新た

に薬剤師が確保できなかった場合には医薬品の販売ができなくなり業績に影響を及ぼす可能性があります。 

⑤厚生年金保険料の負担範囲の拡大について 
厚生労働省では短時間労働者に対する社会保険の適用基準拡大を検討しておりますが、将来において、この法律

が適用された場合、パートタイマー従業員のうち新たに適用基準に該当する者が増えるため、当社の業績に影響を

及ぼす可能性があります。 

⑥商品の安全性及び衛生管理について 
当社は、食品の安全性につきましては、品質管理室を中心に日頃より充分な注意を払い、専門のコンサルタント

を通じ、衛生管理に関する指導や教育を行っており、食中毒や商品における産地表示ミスの未然防止につとめてお

ります。また、社内に「フレッシュキーパー」を設けて食品の検査体制、賞味期限、鮮度管理を行っております。

しかし、万一、食中毒や産地表示ミスの発生等でお客様にご迷惑をおかけする事態が生じたり、ＢＳＥ問題や鳥イ

ンフルエンザのような予期せぬ事態が発生すれば、業績に影響を及ぼす可能性があります。 

⑦自然災害による営業中止について 
当社は広大な敷地に大きな店舗施設を維持管理しながら営業を行っております。このため、自然災害や事故等に

より、店舗の営業継続に支障をきたす可能性があります。例えば新潟県中越沖地震のような大規模な災害が発生し、

店舗が被害を被った場合、ご来店のお客様や従業員に対する被害、建物等固定資産や棚卸資産への被害、営業停止

や撤退などにより、業績及び財務状態に影響を及ぼす場合があります。 

⑧システムならびに停電に伴うトラブルにおけるリスク 
当社は通信ネットワークやコンピューターシステムを使用し、商品管理や販売管理、人事管理など多岐に渡って

オペレーションを実施しております。また、店舗照明、空調設備、冷蔵機器など店舗運営はその殆どが電気に依存

しています。そのため、自然災害や事故等により停電が長時間に跨ったり、設備に甚大な損害があった場合、業務

に支障が生じ、業績に影響を及ぼす可能性があります。 

⑨経営幹部の不慮の事故に伴なうリスク 
当社の経営方針の中にルーラル（田舎）における店舗展開があります。これは経営コストの抑制とモータリゼー

ション化した社会環境の変化に対応したものであり、当社の経営幹部の各店舗等への移動手段は各種自動車に頼ら

ざるを得ないのが現状であります。従って交通事故等に巻き込まれることも否定できず、そうした場合には業務に

影響を及ぼす可能性があります。 
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⑩個人情報について 
当社は以下の各号に定める目的で個人情報を保有いたします。 

（1） お買上げ商品および注文書等の発送 

（2） 商品の注文・予約、取引先・契約先の管理 

（3） 当社の商品・サービスなどに関する返品・クレーム等があった場合の対応 

（4） 店舗貸出トラックの管理 

（5） 従業員の個人情報に係る一切の管理 

（6） キッズルーム・サロンの利用にかかる受付表 

（7） おいしい水の容器受付表 

個人情報の管理にあたって、当社は、お客様および従業員の個人情報を取り扱う管理責任者を置き、お客様およ

び従業員の個人情報の取り扱いについて細心の注意を払います。お客様および従業員の個人情報は、正確かつ最新

の状態に保ち、お客様および従業員の個人情報への不正アクセス・紛失・破壊・改ざん・漏洩などが起こらないよ

うに、適切な管理を実施致します。今後、何らかの原因により情報流出が発生した場合には、社会的信用の低下、

損害賠償の発生など、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 
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２. 企業集団の状況 
当社は、子会社を有しておらず、連結財務諸表を作成しておりませんので、企業集団の状況の記載は該当ありません。 

従いまして、企業集団の状況（企業集団の業績等、中間連結財務諸表、セグメント情報、連結子会社の状況及びその

他）の記載はありません。 

 

３. 経営方針 

(1)会社の経営の基本方針 
当社は、創業以来、「わが国における生活必需品の価格を欧米なみに引き下げ、真の豊かな消費生活を実現すること」

を経営理念として、生活必需品のきめこまかい品揃えとその低価格販売を通じ、お客様にとって「生活の拠り所となる

店」づくりを目指してまいりました。 
この間にわが国経済はバブルの発生と崩壊を経験し、その度毎に顧客の消費行動は大きく変化いたしましたが、当社

はいつの時期においても地域内消費者の日常生活を支える店として顧客のベーシックニーズを全面的に満足させるべ

く広範な品揃えと安定的な商品供給につとめてまいりました。この結果、当社の店舗は景気の変動に左右されることな

く、地域住民の皆様の幅広い支持と高い信頼を着実に得ており、これは取りも直さず当社の店舗が社会の公器として認

められ、地域と共存共栄をしている証左であり、これこそ社会的責任であると考えております。 
 

(2)目標とする経営指標 
当社は収益性の観点から、総資本経常利益率（ＲＯＩ）を最も重視しております。現在は、新規出店が続いたために、

数値は低水準にありますが、中長期的には、売上高経常利益率４％以上、総資本経常利益率（ＲＯＩ）10％以上を目指

して参りたいと考えています。 

 

(3)中長期的な会社の経営戦略 
当社は、現在、京都府ならびに岡山県において出店候補地を有しており、いずれも当下半期にオープンが予定されて

います。 

当中間会計期間におきましては、平成 20 年３月 13 日に「ＰＬＡＮＴ－4 大熊店」(福島県双葉郡大熊町)をオープン

いたしました。今後につきましては、昨年施行されました「改正まちづくり三法」（「大規模小売店舗立地法」「都市計

画法」「中心市街地活性法」）に則って、建築面積 10,000 ㎡以下の「小型のスーパーセンター」の開発に力を注いでい

きます。具体的にはこれまでに展開してきたＰＬＡＮＴ－５、ＰＬＡＮＴ－６を単に縮小するだけでなく、商品アイテ

ムや売場レイアウトの全てにおいて改良を加え、小型でも特徴ある店舗に仕上げるほか、オール電化システムによる CO2

排出量の削減を目指した「地球環境にやさしい店舗」の開発にも研究を行なってまいります。 

また、資産の有効利用を図るべく、積極的にテナントを誘致し、当社店舗にご来店されるお客様にとってより便利な

商業施設となるよう開発企画を行ってまいります。 
 

(4)会社の対処すべき課題 
①財務体質の改善 

当社はビジネスチャンスをすばやくつかみとるべく、平成 15 年より積極的な出店政策を推進してきましたが、資金

調達の面において主に借入金に依存してきたため、有利子負債の増加と自己資本比率の低下を招く結果となっておりま

す。積極的な出店の後は、経営基盤の整備と財務体質の改善を図る計画ですが、優良物件につきましては引き続き新規

出店を行う予定であり、リース、資産の流動化などを含めた手法により極力資産の増大を抑え、借入金への依存度の軽

減に努めてまいります。 
②「まちづくり三法」への対応 

昨年施行されました「改正まちづくり三法」は当社の今後の出店戦略に大きく影響するものと考えております。元来、

当社はルーラル立地における店舗展開を経営戦略の一環にすえているため、同法律が施行されますと、殆どのルーラル

地域においては、凡そ、店舗面積は 2,000 坪クラス、すなわちＰＬＡＮＴ－２タイプの規模がその大きさの限界となり

ます。したがって、今後、当社はＰＬＡＮＴ－２をメインに店舗開発を行っていく必要があり、これに見合った商品戦

略、店舗運営、販売計画等を構築する必要があります。 

 

(5)その他、会社の経営上重要な事項 
特にありません。 
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４. 中間財務諸表等 

  (1) 中間貸借対照表                                     （単位：千円） 

前中間会計期間末 
（平成19年３月20日現在） 

当中間会計期間末 
（平成20年３月20日現在） 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

（平成19年９月20日現在） 
期別

科目 
金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 構成比

  （資産の部） ％ ％ ％

Ⅰ  流動資産 

 1 現金及び預金        ※2 2,219,508 1,996,631 2,341,518

 2 売掛金 160,933 173,344 166,913

 3 たな卸資産 7,557,738 7,282,360 6,702,024

 4 繰延税金資産 99,286 360,795 403,439

 5 その他 182,216 130,569 318,492

   流動資産合計 10,219,683 31.2 9,943,700 30.2 9,932,388 31.3

Ⅱ  固定資産 

 1 有形固定資産     ※1 

 (1)建物                ※2 10,701,540 9,721,651 9,065,107

 (2)土地                ※2 4,191,944 4,191,944 4,191,944

 (3)建設仮勘定 1,405,558 2,991,507 2,634,223

 (4)その他 1,725,553 1,696,381 1,294,880

   有形固定資産合計 18,024,596 55.0 18,601,485 56.4 17,186,155 54.1

 2 無形固定資産 1,253,035 3.8 1,293,527 3.9 1,137,191 3.6

 3 投資その他の資産 

 (1)敷金・保証金 1,783,083 1,829,012 1,800,199

 (2)繰延税金資産 597,765 819,435 903,248

 (3)その他              ※2 878,067 474,381 793,358

 投資その他の資産合計 3,258,916 10.0 3,122,829 9.5 3,496,807 11.0

 固定資産合計 22,536,548 68.8 23,017,842 69.8 21,820,154 68.7

   資産合計 32,756,232 100.0 32,961,543 100.0 31,752,543 100.0
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                                                                                          （単位：千円） 

前中間会計期間末 
（平成19年３月20日現在）

当中間会計期間末 
（平成20年３月20日現在）

前事業年度の 
要約貸借対照表 

（平成19年９月20日現在）
期別 

科目 
金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 構成比

  （負債の部） ％ ％ ％

Ⅰ  流動負債  

 1 支払手形 2,304,724 1,742,762  1,693,153

 2 買掛金                   ※2 4,351,963 4,870,935  4,711,156

 3 短期借入金               ※2 3,700,000 1,630,000  4,600,000

 4 一年内返済予定の長期借入金  ※2 3,473,454 4,281,000  3,379,144

 5 未払法人税等 124,205 34,466  －

  6 賞与引当金 186,595 199,766  313,702

 7 災害損失引当金 － 646,567  646,567

  8 その他 1,172,452 1,888,439  1,859,694

 流動負債合計 15,313,395 46.7 15,293,937 46.4 17,203,417 54.2

Ⅱ  固定負債  

 1 長期借入金               ※2 9,192,451 10,487,875  7,517,879

 2 退職給付引当金 382,243 446,696  416,273

 3 その他 802,518 782,820  764,667

 固定負債合計 10,377,213 31.7 11,717,391 35.5 8,698,819 27.4

   負債合計 25,690,608 78.4 27,011,328 81.9 25,902,237 81.6

  （純資産の部）  

Ⅰ  株主資本  

 1 資本金 1,029,250 3.2 1,029,250 3.1 1,029,250 3.2

2 資本剰余金  

 (1)資本準備金 1,188,605 1,188,605  1,188,605

     資本剰余金合計 1,188,605 3.6 1,188,605 3.6 1,188,605 3.7

3 利益剰余金  

 (1)利益準備金 257,312 257,312  257,312

 (2)その他利益剰余金  

   固定資産圧縮積立金 170,595 81,554  81,554

    特別償却準備金 257 94  94

    別途積立金 4,341,977 3,141,977  4,341,977

    繰越利益剰余金 66,892 251,615  △1,047,032

  利益剰余金合計 4,837,034 14.8 3,732,554 11.4 3,633,906 11.5

  株主資本合計 7,054,889 21.6 5,950,409 18.1 5,851,761 18.4

Ⅱ  評価・換算差額等  

 1 その他有価証券評価差額金 10,733 0.0 △194 △0.0 △1,455 △0.0

     評価・換算差額等合計 10,733 0.0 △194 △0.0 △1,455 △0.0

     純資産合計 7,065,623 21.6 5,950,214 18.1 5,850,305 18.4

   負債純資産合計 32,756,232 100.0 32,961,543 100.0 31,752,543 100.0
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(2) 中間損益計算書                                     （単位：千円） 

 
前中間会計期間 

自 平成18年９月21日 
至 平成19年３月20日 

 
当中間会計期間 

自 平成19年９月21日 
至 平成20年３月20日 

前事業年度の 
要約損益計算書 

自 平成18年９月21日 
至 平成19年９月20日 

期別

 

科目 
金  額 百分比 金  額 百分比 金  額 百分比

  ％  ％  ％

Ⅰ 売上高 40,768,425 100.0 38,376,679 100.0 82,543,369 100.0

Ⅱ 売上原価 33,271,177 81.6 31,146,320 81.2 67,147,797 81.3

  売上総利益 7,497,248 18.4 7,230,358 18.8 15,395,572 18.7

Ⅲ 販売費及び一般管理費 7,566,461 18.6 6,854,651 17.8 15,144,719 18.4

    営業利益又は損失(△) △69,213 △0.2 375,706 1.0 250,852 0.3

Ⅳ  営業外収益            ※1 232,719 0.6 80,639 0.2 450,722 0.6

Ⅴ 営業外費用            ※2 106,394 0.3 116,710 0.3 221,855 0.3

    経常利益 57,110 0.1 339,635 0.9 479,719 0.6

Ⅵ 特別利益              ※3 255,610 0.6 － － 278,414 0.3

Ⅶ 特別損失              ※4 170,306 0.4 32,724 0.1 2,496,889 3.0

  税引前中間(当期)純利益又は純損失（△） 142,413 0.3 306,911 0.8 △1,738,756 △2.1

  法人税、住民税及び事業税 107,197 0.2 14,862 0.1 30,519 0.0

  法人税等調整額 △31,676 △0.1 125,601 0.3 △633,039 △0.7

  中間(当期)純利益又は純損失(△) 66,892 0.2 166,447 0.4 △1,136,236 △1.4
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 （3）中間株主資本等変動計算書 

 前中間会計期間（自 平成18年９月21日 至 平成19年３月20日） 

株主資本 
評価・換
算差額等

資本剰余金 利益剰余金 

その他利益剰余金 
 

資本金 
資本準備金 

利益準備
金 

固 定 資
産 圧 縮
積立金

特 別 償
却 準 備
金 

別 途 積 立
金 

繰越利益
剰余金 

利 益 剰 余
金合計 

株主資本
合計 

その他有
価証券評
価差額金

純資産合
計 

平成18年９月
20 日 残 高 
(千円) 

1,029,250 1,188,605 257,312 170,595 257 4,350,000 59,777 4,837,942 7,055,797 8,510 7,064,308

中間会計期間
中の変動額      

剰余金の配当    △8,022 △59,777 △67,800 △67,800 △67,800

中間純利益    66,892 66,892 66,892 66,892

株主資本以外
の項目の中間
会計期間中の
変動額（純額） 

     2,223 2,223

中間会計期間
中の変動額合
計(千円) 

－ － － － － △8,022 7,114 △907 △907 2,223 1,315

平成19年３月
20 日 残 高 
(千円) 

1,029,250 1,188,605 257,312 170,595 257 4,341,977 66,892 4,837,034 7,054,889 10,733 7,065,623

 
 当中間会計期間（自 平成19年９月21日 至 平成20年３月20日） 

株主資本 
評価・換
算差額等

資本剰余金 利益剰余金 

その他利益剰余金 
 

資本金 
資本準備金 

利益準備
金 

固 定 資
産 圧 縮
積立金

特 別 償
却 準 備
金 

別 途 積 立
金 

繰越利益
剰余金 

利 益 剰 余
金合計 

株主資本
合計 

その他有
価証券評
価差額金

純資産合
計 

平成19年９月
20 日 残 高 
(千円) 

1,029,250 1,188,605 257,312 81,554 94 4,341,977 △1,047,032 3,633,906 5,851,761 △1,455 5,850,305

中間会計期間
中の変動額      

剰余金の配当    △67,800 △67,800 △67,800 △67,800

別途積立金の
取崩    △1,200,000 1,200,000 － － －

中間純利益    166,447 166,447 166,447 166,447

株主資本以外
の項目の中間
会計期間中の
変動額（純額） 

     1,261 1,261

中間会計期間
中の変動額合
計(千円) 

－ － － － － △1,200,000 1,298,647 98,647 98,647 1,261 99,908

平成20年３月
20 日 残 高 
(千円) 

1,029,250 1,188,605 257,312 81,554 94 3,141,977 251,615 3,732,554 5,950,409 △194 5,950,214
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 前事業年度（自 平成18年９月21日 至 平成19年９月20日） 

株主資本 
評価・換
算差額等 

資本剰余
金 利益剰余金 

その他利益剰余金 
 

資本金 
資本準備

金 
利益準
備金 固定資産

圧縮積立
金 

特別償
却準備
金 

別 途 積 立
金 

繰 越 利 益
剰余金 

利益剰余
金合計 

株主資本
合計 

その他有
価証券評
価差額金 

純資産合計

平成18年９月20
日残高（千円） 1,029,250 1,188,605 257,312 170,595 257 4,350,000 59,777 4,837,942 7,055,797 8,510 7,064,308

事業年度中の変
動額 

     

固定資産圧縮積
立金の取崩    △89,041 89,041 － －  －

特別償却準備金
の取崩    △162 162 － －  －

剰余金の配当    △8,022 △59,777 △67,800 △67,800  △67,800

当期純損失    △1,136,236 △1,136,236 △1,136,236  △1,136,236

株主資本以外の
項目の事業年度
中の変動額（純
額） 

    △9,966 △9,966

事業年度中の変
動額合計（千円） － － － △89,041 △162 △8,022 △1,106,809 △1,204,036 △1,204,036 △9,966 △1,214,002

平成19年９月20
日残高（千円） 1,029,250 1,188,605 257,312 81,554 94 4,341,977 △1,047,032 3,633,906 5,851,761 △1,455 5,850,305
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  (4) 中間キャッシュ・フロー計算書                                （単位：千円） 

前中間会計期間 
自 平成18年９月21日 
至 平成19年３月20日 

当中間会計期間 
自 平成19年９月21日 
至 平成20年３月20日 

前事業年度 
自 平成18年９月21日 
至 平成19年９月20日 

期別 

科目 
金  額 金  額 金  額 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー   

   1 税引前中間(当期)純利益又は純損失（△） 142,413 306,911 △1,738,756

  2 減価償却費 686,974 564,672 1,389,748

  3 長期前払費用償却 54,965 48,935 109,242

  4  賞与引当金の増加額又は減少額（△） △93,144 △113,936 33,963

  5 災害損失引当金の増加額又は減少額（△） － － 646,567

  6  退職給付引当金の増加額又は減少額（△） 21,827 30,423 55,856

  7  役員退職慰労引当金の増加額又は減少額（△） △498,659 － △498,659

   8  受取利息及び配当金 △11,959 △12,063 △25,134

  9  支払利息 103,387 115,530 216,886

10  解約和解金 △255,610 － △255,610

 11 テナント解約違約金 － － △22,804

  12  固定資産除却損 106,399 25,604 131,942

 13 投資有価証券売却損 － 7,120 －

 14 災害損失 － － 1,617,607

 15 出店計画中止損 － － 63,971

 16 遅延損害金 21,448 － 21,448

 17  売上債権の増加額（△）又は減少額 △24,941 △6,430 △30,920

 18  たな卸資産の増加額（△）又は減少額 △114,656 △580,335 741,056

 19  仕入債務の増加額又は減少額（△） △441,804 209,388 △694,183

 20  未払消費税等の増加額又は減少額（△） △43,087 △278,908 171,888

21  その他 525,675 △18,208 572,528

     小 計 179,229 298,702 2,506,640

 22  利息及び配当金の受取額 7,355 7,577 14,007

 23  利息の支払額 △104,045 △113,922 △216,330

 24  解約和解金の受取額 255,610 － 255,610

 25 災害損失の支払額 － － △7,600

 26 出店計画中止による支払額 － － △19,285

 27  遅延損害金の支払額 △21,448 － △21,448

 28  法人税等の支払額 △94,390 △16,464 △223,225

 29  法人税等の還付額 － 131,523 －

  営業活動によるキャッシュ・フロー 222,310 307,416 2,288,367
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前中間会計期間 

自 平成18年９月21日 
至 平成19年３月20日 

当中間会計期間 
自 平成19年９月21日 
至 平成20年３月20日 

前事業年度 
自 平成18年９月21日 
至 平成19年９月20日 

期別 

科目 
金  額 金  額 金  額 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー  

  1  定期預金の預入による支出 △75,000 △25,000 △409,309

  2  定期預金の払戻による収入 75,000 275,000 459,291

  3  有形固定資産の取得による支出 △878,619 △1,718,516 △1,873,184

  4 有形固定資産の除却による支出 － △24,000 △25,120

  5  無形固定資産の取得による支出 △5,143 △4,800 △11,993

  6  投資有価証券の取得による支出 △9,753 △4,425 △19,289

  7  投資有価証券の償還による収入 － 9,992 －

  8  投資有価証券の売却による収入 － 256,647 －

   9  敷金・保証金の増加による支出 △99,684 △15,153 △137,177

  10  敷金・保証金の返還による収入 16,200 15,700 16,200

 11  その他 △1,313 △2,646 △2,451

  投資活動によるキャッシュ・フロー △978,313 △1,237,202 △2,003,035

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー  

  1  短期借入金の純増加額又は純減少額(△) 2,600,000 △2,970,000 3,500,000

  2  長期借入れによる収入 300,000 5,668,000 300,000

  3  長期借入金の返済による支出 △1,923,292 △1,796,148 △3,692,174

  4  配当金の支払額 △66,159 △66,954 △66,621

  財務活動によるキャッシュ・フロー 910,548 834,897 41,204

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加額又は減少額（△） 154,545 △94,887 326,537

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高 1,705,672 2,032,209 1,705,672

Ⅵ 現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高 ※ 1,860,217 1,937,322 2,032,209
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中間財務諸表作成のための基本となる事項 

前中間会計期間 
自 平成18年９月21日 
至 平成19年３月20日 

当中間会計期間 
自 平成19年９月21日 
至 平成20年３月20日 

前事業年度 
自 平成18年９月21日 
至 平成19年９月20日 

１ 資産の評価基準及び評価方法 １ 資産の評価基準及び評価方法 １ 資産の評価基準及び評価方法 
 (1)有価証券  (1)有価証券  (1)有価証券 

その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券 
時価のあるもの 時価のあるもの 時価のあるもの 

中間決算日の市場価額等に基づ

く時価法（評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定） 

同左 決算日の市場価額等に基づく時

価法（評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定） 
時価のないもの 時価のないもの 時価のないもの 
移動平均法による原価法 同左 同左 

 (2)たな卸資産  (2)たな卸資産  (2)たな卸資産 

商 品 商 品 商 品 
売価還元法による原価法 同左 同左 

貯蔵品   
最終仕入原価法による原価法 同左 同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 ２ 固定資産の減価償却の方法 ２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1)有形固定資産  (1)有形固定資産  (1)有形固定資産 

定率法  なお、主な耐用年数

は次のとおりであります。 
 建物 15～39 年 

同左 同左 

 (2)無形固定資産  (2)無形固定資産  (2)無形固定資産 

定額法 同左 同左 
 (3)長期前払費用  (3)長期前払費用  (3)長期前払費用 

均等償却 同左 同左 
３ 引当金の計上基準 ３ 引当金の計上基準 ３ 引当金の計上基準 
 (1)貸倒引当金  (1)貸倒引当金  (1)貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を計上してお

ります。 

同左 同左 

 (2)賞与引当金  (2)賞与引当金  (2)賞与引当金 

従業員の賞与の支払に備えるた

め、過去の支給実績を勘案し、当中

間会計期間の負担すべき支給見込額

を計上しております。 

同左 従業員の賞与の支払に備えるた

め、過去の支給実績を勘案し、当期

の負担すべき支給見込額を計上して

おります。 
 (3)   (3)災害損失引当金  (3)災害損失引当金 

――――――――― 災害により損傷した店舗等の解

体・整地等の支払に備えるため、損失

負担見込額を計上しております。 

同左 

 (4)退職給付引当金  (4)退職給付引当金  (4)退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債務

見込額に基づき、当中間会計期間末

において発生していると認められる

額を計上しております。 
数理計算上の差異は、発生年度の

翌年度に一括費用処理することにし

ております。 

同左 従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債務

見込額に基づき計上しております。 
数理計算上の差異は、発生年度の

翌事業年度に一括費用処理すること

にしております。 
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前中間会計期間 

自 平成18年９月21日 
至 平成19年３月20日 

当中間会計期間 
自 平成19年９月21日 
至 平成20年３月20日 

前事業年度 
自 平成18年９月21日 
至 平成19年９月20日 

４ リース取引の処理方法 ４ リース取引の処理方法 ４ リース取引の処理方法 
リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。 

同左 同左 

５ 中間キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金の範囲 
５ 中間キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金の範囲 
５キャッシュ・フロー計算書における

資金の範囲 
中間キャッシュ・フロー計算書に

おける資金（現金及び現金同等物）

は、手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わない取得日から３ヶ月以

内に償還期限の到来する短期投資か

らなっております。 

同左 キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金（現金及び現金同等物）は、

手許現金、随時引き出し可能な預金

及び容易に換金可能であり、かつ、

価値の変動について僅少なリスクし

か負わない取得日から３ヶ月以内に

償還期限の到来する短期投資からな

っております。 
６ その他中間財務諸表作成のための

基本となる重要な事項 
６ その他中間財務諸表作成のための

基本となる重要な事項 
６ その他財務諸表作成のための基本

となる重要な事項 
 (1)中間決算における税額計算  (1)中間決算における税額計算  (1)  

中間会計期間にかかる納付税額及

び法人税等調整額は、当期において

予定している圧縮積立金及び特別償

却準備金の積立て及び取崩しを前提

として、当中間会計期間に係る金額

を計算しております。 

同左 ――――――――― 

 (2)消費税等の会計処理  (2)消費税等の会計処理  (2)消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式を採用しております。 
なお、仮払消費税等及び仮受消費

税等は相殺のうえ、流動負債の「そ

の他」に含めて表示しております。 

同左 消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式を採用しております。 
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間会計期間 
自 平成18年９月21日 
至 平成19年３月20日 

当中間会計期間 
自 平成19年９月21日 
至 平成20年３月20日 

前事業年度 
自 平成18年９月21日 
至 平成19年９月20日 

――――――――― （不動産賃貸料収入） 

従来、テナントからの賃貸料収入に

ついては、「賃貸料収入」として営業

外収益に計上しておりましたが、今

後、積極的なテナント導入を図るた

め、賃貸料収入が増加する見込みとな

りました。このため、平成 19 年 12

月開催の定時株主総会において定款

を変更し、事業目的に不動産賃貸業を

追加しております。これに伴い、当中

間会計期間より賃貸料収入を売上高

に計上し、それに対応する原価を売上

原価に計上することに変更いたしま

した。 

この変更により、従来の方法に比

べ、売上高は 93,514 千円、売上原価

は 20,921 千円それぞれ増加し、売上

総利益は 72,592 千円、営業利益は

93,514 千円増加しておりますが、経

常利益及び税引前中間純利益に与え

る影響はありません。 

（トレー・包装資材等の計上区分） 

従来、生鮮食品加工において使用す

るトレー・包装資材等については、販

売費及び一般管理費に計上しており

ましたが、ＥＯＳ発注システムの構築

に伴い、より厳密な原価管理ができる

環境が整ったことを契機に、売上と売

上原価の対応関係を見直し、より適正

な期間損益計算を行うため、当中間期

より売上原価に計上しております。 

この変更により従来の方法に比べ、

売上原価は 203,969 千円増加し、販売

費及び一般管理費は 208,438 千円減

少し、その結果、売上総利益は

203,969 千円減少し、営業利益、経常

利益及び税引前中間純利益は 4,469

千円増加しております。 

（固定資産の減価償却方法の変更） 

当事業年度から法人税法の改正に

伴い、平成 19 年４月１日以降取得の

固定資産については、改正後の法人税

法に規定する定率法により、減価償却

費を計上しております。この変更によ

る影響は軽微であります。 

 
（追加情報） 

前中間会計期間 
自 平成18年９月21日 
至 平成19年３月20日 

当中間会計期間 
自 平成19年９月21日 
至 平成20年３月20日 

前事業年度 
自 平成18年９月21日 
至 平成19年９月20日 

当社は取締役及び監査役の退職慰

労金制度を廃止することとし、平成 18

年 12月 19日開催の定時株主総会にお

いて、役員退職慰労金の打ち切り支給

決議案が承認可決されました。これに

より、当中間会計期間において役員退

職慰労引当金は全額取崩して「長期未

払金」に振替え、固定負債の「その他」

に含めて表示しております。 

（有形固定資産の減価償却の方法） 

 法人税法の改正に伴い、平成 19 年

３月 31 日以前に取得した資産につい

ては、改正前の法人税法に基づく減価

償却の方法の適用により取得価額の

５％に到達した事業年度の翌事業年

度より、取得価額の５％相当額と備忘

価額との差額を５年間にわたり均等

償却し、減価償却費に含めて計上して

おります。この変更による影響は軽微

であります。 

当社は取締役及び監査役の退職慰

労金制度を廃止することとし、平成 18

年 12月 19日開催の定時株主総会にお

いて、役員退職慰労金の打ち切り支給

決議案が承認可決されました。これに

より、当事業年度において役員退職慰

労引当金は全額取崩して「長期未払

金」に振替え、固定負債の「その他」

に含めて表示しております。 
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注 記 事 項          
（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成19年３月20日現在） 

当中間会計期間末 
（平成20年３月20日現在） 

前事業年度末 
（平成19年９月20日現在） 

※1.有形固定資産の減価償却累計額 ※1.有形固定資産の減価償却累計額 ※1.有形固定資産の減価償却累計額 

5,613,353千円 6,224,449千円 5,700,075千円

※2.担保資産 ※2.担保資産 ※2.担保資産 

 (イ)担保に供している資産  (イ)担保に供している資産  (イ)担保に供している資産 

建   物               1,653,090千円 現金及び預金（定期預金）228,309千円 建   物              1,606,277千円

土   地               1,842,618千円 建   物               2,262,929千円 土   地              1,842,618千円

その他(投資有価証券)      2,125千円 土   地               3,567,712千円 その他(投資有価証券)      2,255千円

  計              3,497,833千円 その他(投資有価証券)      1,986千円   計              3,451,151千円

   計              6,060,936千円

 (ロ)上記に対応する債務  (ロ)上記に対応する債務  (ロ)上記に対応する債務 

 買掛金                 17,208千円  買掛金                 11,349千円  買掛金                 32,647千円

短期借入金            1,600,000千円 短期借入金             500,000千円  短期借入金            2,200,000千円

  一年内返済予定の長期借入金  1,674,390千円   一年内返済予定の長期借入金  2,010,920千円    一年内返済予定の長期借入金  1,668,480千円

 長期借入金            4,877,360千円  長期借入金            5,634,440千円  長期借入金            4,043,120千円

 計              8,168,958千円  計              8,156,709千円  計              7,944,247千円

 
（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
自 平成18年９月21日 
至 平成19年３月20日 

当中間会計期間 
自 平成19年９月21日 
至 平成20年３月20日 

前事業年度 
自 平成18年９月21日 
至 平成19年９月20日 

※1.営業外収益のうち重要なもの ※1.営業外収益のうち重要なもの ※1.営業外収益のうち重要なもの 

受取利息          8,064千円 受取利息          9,757千円 受取利息         17,654千円

賃貸料収入        95,929千円 賃貸料収入        197,439千円

※2.営業外費用のうち重要なもの ※2.営業外費用のうち重要なもの ※2.営業外費用のうち重要なもの 

支払利息        103,387千円 支払利息        115,530千円 支払利息         216,886千円

※3.特別利益のうち重要なもの  ※3.特別利益のうち重要なもの 

解約和解金       255,610千円 解約和解金       255,610千円

※4.特別損失のうち重要なもの ※4.特別損失のうち重要なもの ※4.特別損失のうち重要なもの 

固定資産除却損     106,399千円 固定資産除却損     25,604千円 固定資産除却損      131,942千円

リース解約損        15,352千円 災害損失引当金繰入額   646,567千円

遅延損害金          21,448千円 災害損失        1,617,607千円

 出店計画中止損       63,971千円

 遅延損害金             21,448千円

 リース解約損           15,352千円

5.減価償却実施額 5.減価償却実施額 5.減価償却実施額 

有形固定資産      677,289千円 有形固定資産      555,394千円 有形固定資産     1,370,335千円

無形固定資産       9,684千円 無形固定資産       9,278千円 無形固定資産      19,419千円
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（中間株主資本等変動計算書関係） 
 前中間会計期間（自 平成 18 年９月 21 日 至 平成 19 年３月 20 日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 前事業年度末株式数 当中間会計期間増加株式数 当中間会計期間減少株式数 当中間会計期間末株式数 
発行済株式の種類     
普通株式 6,780,000株 － － 6,780,000株

合  計 6,780,000株 － － 6,780,000株

自己株式    
普通株式 － － － －

合  計 － － － －

 
２．配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

決議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日 

平成 18 年 12 月 19 日 

定時株主総会 
普通株式 67,800 千円 10.00 円 平成 18 年９月 20 日 平成18年12月20日 

 
 当中間会計期間（自 平成 19 年９月 21 日 至 平成 20 年３月 20 日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 前事業年度末株式数 当中間会計期間増加株式数 当中間会計期間減少株式数 当中間会計期間末株式数 
発行済株式の種類     
普通株式 6,780,000株 － － 6,780,000株

合  計 6,780,000株 － － 6,780,000株

自己株式    
普通株式 － － － －

合  計 － － － －

 
２．配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

決議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日 

平成 19 年 12 月 18 日 

定時株主総会 
普通株式 67,800 千円 10.00 円 平成 19 年９月 20 日 平成19年12月19日 

 
 前事業年度（自 平成 18 年９月 21 日 至 平成 19 年９月 20 日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 前事業年度末株式数 当期事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末株式数 
発行済株式の種類     
普通株式 6,780,000株 － － 6,780,000株

合  計 6,780,000株 － － 6,780,000株

自己株式    
普通株式 － － － －

合  計 － － － －

 
２．配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

決議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日 

平成 18年 12 月 19 日 

定時株主総会 
普通株式 67,800 千円 10.00 円 平成 18 年９月 20 日 平成18年12月20日

 (2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

決議 株式の種類 配当金の総額 配当の原資 １株当たり配当額 基準日 効力発生日 

平成 19年 12月 18日 

定時株主総会 
普通株式 67,800 千円 利益剰余金 10.00 円 平成19年９月20日 平成 19 年 12 月 19 日
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（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 
前中間会計期間 

自 平成18年９月21日 
至 平成19年３月20日 

当中間会計期間 
自 平成19年９月21日 
至 平成20年３月20日 

前事業年度 
自 平成18年９月21日 
至 平成19年９月20日 

※現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係 

(平成19年３月20日現在) 

※現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係 

(平成20年３月20日現在)

※現金及び現金同等物の期末残高と

貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係 

(平成19年９月20日現在)

現金及び預金勘定    2,219,508千円 

預入期間が3ヶ月を超える定期預金等       △359,291千円 

現金及び現金同等物   1,860,217千円 

現金及び預金勘定    1,996,631千円

預入期間が3ヶ月を超える定期預金等        △59,309千円

現金及び現金同等物   1,937,322千円 

現金及び預金勘定   2,341,518千円

預入期間が3ヶ月を超える定期預金等       △309,309千円

現金及び現金同等物   2,032,209千円
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（リース取引関係） 
前中間会計期間 

自 平成18年９月21日 
至 平成19年３月20日

当中間会計期間 
自 平成19年９月21日 
至 平成20年３月20日

前事業年度 
自 平成18年９月21日 
至 平成19年９月20日

１.リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

１.リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

１.リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

(1)リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び中間期末

残高相当額 

(1)リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び中間期末

残高相当額 

(1)リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び期末残高

相当額 

   

 

 

 

 

 

 

(2)未経過リース料中間期末残高相当額 (2)未経過リース料中間期末残高相当額 (2)未経過リース料期末残高相当額 

１ 年 内 772,396千円 １ 年 内 729,861千円 １ 年 内 736,453千円

１ 年 超 1,784,269千円 １ 年 超 1,326,091千円 １ 年 超 1,489,680千円

合 計 2,556,666千円 合 計 2,055,952千円 合 計 2,226,134千円

(3) 支払リース料、減価償却費相当額

及び支払利息相当額 

(3)支払リース料、減価償却費相当額

及び支払利息相当額 

(3)支払リース料、減価償却費相当額

及び支払利息相当額 

支払リース料 391,825千円 支払リース料 421,967千円 支払リース料 787,828千円

減価償却費相当額 377,957千円 減価償却費相当額 406,516千円 減価償却費相当額 757,517千円

支払利息相当額 20,708千円 支払利息相当額 21,193千円 支払利息相当額 41,542千円

(4)減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によってお

ります。 

(4)減価償却費相当額の算定方法 

同   左 

(4)減価償却費相当額の算定方法 

同   左 

(5)利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相当

額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

(5)利息相当額の算定方法 

同   左 

(5)利息相当額の算定方法 

同   左 

（減損損失について） 

  リース資産に配分された減損損失

はありませんので、項目別の記載は

省略しております。 

（減損損失について） 

同   左 

（減損損失について） 

同   左 

 
取 得
価 額
相 当 額

減価償却
累 計 額
相 当 額

中間期末
残 高
相 当 額

 千円 千円 千円
有形固定資産
（その他）

4,099,603 2,165,809 1,933,793

無形固定資産
（ソフトウエア） 50,564 23,671 26,892

合 計 4,150,168 2,189,481 1,960,686

 

 
取 得 
価 額 
相 当 額 

減価償却
累 計 額
相 当 額

期 末
残 高
相 当 額

 千円 千円 千円
有形固定資産
（その他） 

3,984,408 1,807,429 2,176,978

無形固定資産
（ソフトウエア） 38,946 19,196 19,750

合 計 4,023,355 1,826,626 2,196,729

 

 
取 得 
価 額 
相 当 額 

減価償却 
累 計 額 
相 当 額 

中間期末 
残 高 
相 当 額 

 千円 千円 千円 
有形固定資産
（その他） 

4,023,585 1,515,007 2,508,577 

無形固定資産
（ソフトウエア） 35,802 15,458 20,343 

合 計 4,059,388 1,530,466 2,528,921 

 



株式会社ＰＬＡＮＴ（７６４６） 平成 20 年９月期中間決算短信（非連結） 

－22－ 

 
（有価証券関係） 
  前中間会計期間末 （平成 19 年３月 20 日） 

その他有価証券で時価のあるもの                                                    （単位：千円） 
 取得原価 中間貸借対照表計上額 差額 
(1) 株式 84,328 102,806 18,477

(2) 債券 100,000 99,240 △760

(3) その他 78,089 78,390 301

  合計 262,418 280,436 18,018

 
  当中間会計期間末 （平成 20 年３月 20 日） 

その他有価証券で時価のあるもの                                                   （単位：千円） 
 取得原価 中間貸借対照表計上額 差額 
(1) 株式 2,619 2,293 △326

(2) 債券 － － －

(3) その他 － － －

  合計 2,619 2,293 △326

 
  前事業年度末  （平成 19 年９月 20 日） 

その他有価証券で時価のあるもの                                                    （単位：千円） 
 取得原価 貸借対照表計上額 差額 
(1) 株式 86,129 85,386 △743

(2) 債券 100,000 98,990 △1,010

(3) その他 85,825 85,135 △689

  合計 271,955 269,511 △2,443

 
（デリバティブ取引関係） 
前中間会計期間（自 平成 18 年９月 21 日 至 平成 19 年３月 20 日） 

 当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

当中間会計期間（自 平成 19 年９月 21 日 至 平成 20 年３月 20 日） 

 当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 
前 事 業 年 度       （自 平成 18 年９月 21 日 至 平成 19 年９月 20 日） 

 当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 
 
（ストック・オプション等関係） 
 該当事項はありません。 
 
（持分法投資損益等） 
 該当事項はありません。 
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（1株当たり情報） 

前中間会計期間 
自 平成18年９月21日 
至 平成19年３月20日 

当中間会計期間 
自 平成19年９月21日 
至 平成20年３月20日 

前事業年度 
自 平成18年９月21日 
至 平成19年９月20日 

１株当たり純資産額   1,042.13円 

１株当たり中間純利益      9.87円 

１株当たり純資産額    877.61円

１株当たり中間純利益     24.55円

１株当たり純資産額      862.88円

１株当たり当期純損失   167.59円

潜在株式調整後１株当たり中間純

利益は、潜在株式が存在していない

ため記載しておりません。 

潜在株式調整後１株当たり中間純

利益は、潜在株式が存在していない

ため記載しておりません。 

１株当たり当期純損失であり、ま

た、潜在株式が存在していないため記

載しておりません。 

(注)１．１株当たり中間(当期)純資産額の算定の基礎は、以下のとおりであります。 
前中間会計期間 

自 平成18年９月21日 
至 平成19年３月20日 

当中間会計期間 
自 平成19年９月21日 
至 平成20年３月20日 

前事業年度 
自 平成18年９月21日 
至 平成19年９月20日 

純資産の部の合計額 

7,065,623千円 

普通株式に係る中間期末の純資産額 

7,065,623千円 

中間期末の普通株式の数 

6,780,000株 

純資産の部の合計額 

5,950,214千円

普通株式に係る中間期末の純資産額 

5,950,214千円

中間期末の普通株式の数 

6,780,000株

純資産の部の合計額 

5,850,305千円

普通株式に係る期末の純資産額 

5,850,305千円

期末の普通株式の数  

6,780,000株

(注)２．１株当たり中間(当期)純利益又は純損失の算定の基礎は、以下のとおりであります。 
前中間会計期間 

自 平成18年９月21日 
至 平成19年３月20日 

当中間会計期間 
自 平成19年９月21日 
至 平成20年３月20日 

前事業年度 
自 平成18年９月21日 
至 平成19年９月20日 

中間純利益 66,892千円 中間純利益 166,447千円 当期純損失 1,136,236千円

普通株式に係る中間純利益 

66,892千円 

期中平均株式数    6,780,000株 

普通株式に係る中間純利益 

166,447千円

期中平均株式数    6,780,000株

普通株式に係る当期純損失 

1,136,236千円

期中平均株式数    6,780,000株

 
（重要な後発事象） 
 該当事項はありません。 
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５．生産、受注及び販売の状況 
売上実績                                                        （単位：千円） 

前中間会計期間 
自 平成18年９月21日 
至 平成19年３月20日 

当中間会計期間 
自 平成19年９月21日 
至 平成20年３月20日 

前事業年度 
自 平成18年９月21日 
至 平成19年９月20日 

 

売上高 構成比 売上高 構成比

増減比 

売上高 構成比

商品 
フーズ 
ハウスキーピングニーズ 
ホームニーズ 
エンジョイニーズ 

25,909,201

10,222,827

2,263,161

2,373,235

63.5

25.1

5.6

5.8 

24,947,487

9,436,543

1,907,918

1,991,216

65.0

24.6

5.0

5.2 

△3.7 

△7.7 

△15.7 

△16.1 

52,857,215

20,431,131

4,653,220

4,601,802

64.0

24.8

5.6

5.6

小計 40,768,425  100.0 38,283,165  100.0 △6.1 82,543,369 100.0

不動産賃貸料 － － 93,514 0.2 － － －

合計 40,768,425 100.0 38,376,679 100.0 △5.9 82,543,369 －

   


